
【様式第1号】
令和04年度

一般会計等貸借対照表
(令和05年03月31日現在)

(単位:千円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 8,692,573　固定負債 450,397
　　有形固定資産 8,739,727　　地方債 176,711
　　　事業用資産 5,788,328　　長期未払金 -
　　　　土地 2,701,551　　退職手当引当金 168,288
　　　　立木竹 -　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 10,680,074　　その他 105,398
　　　　建物減価償却累計額 △8,007,192　流動負債 145,966
　　　　工作物 653,909　　1年内償還予定地方債 39,941
　　　　工作物減価償却累計額 △237,273　　未払金 -
　　　　船舶 -　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 -　　前受金 -
　　　　浮標等 -　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 -　　賞与等引当金 56,180
　　　　航空機 -　　預り金 49,845
　　　　航空機減価償却累計額 -　　その他 -
　　　　その他 △2,502 負債合計 596,363
　　　　その他減価償却累計額 △240【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 -　固定資産等形成分 13,881,803
　　　インフラ資産 2,494,165　余剰分(不足分) 1,267,270
　　　　土地 64,367
　　　　建物 211,389
　　　　建物減価償却累計額 △25,209
　　　　工作物 4,046,657
　　　　工作物減価償却累計額 △1,880,951
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 77,912
　　　物品 1,195,259
　　　物品減価償却累計額 △738,024
　　無形固定資産 0
　　　ソフトウェア 0
　　　その他 -
　　投資その他の資産 △47,154
　　　投資及び出資金 116,602
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 116,402
　　　　その他 200
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 118,383
　　　長期貸付金 -
　　　基金 △282,139
　　　　減債基金 -
　　　　その他 △282,139
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 7,052,862
　　現金預金 1,068,267
　　未収金 133,410
　　短期貸付金 -
　　基金 5,801,699
　　　財政調整基金 5,723,689
　　　減債基金 78,010
　　棚卸資産 -
　　その他 61,707
　　徴収不能引当金 △12,221 純資産合計 15,149,073

資産合計 15,745,436 負債及び純資産合計 15,745,436



【様式第2号】
令和04年度

一般会計等行政コスト計算書
自 令和04年04月01日
至 令和05年03月31日

(単位:千円)
科目 金額

　経常費用 4,532,119
　　業務費用 2,947,495
　　　人件費 808,684
　　　　職員給与費 687,411
　　　　賞与等引当金繰入額 2,217
　　　　退職手当引当金繰入額 -
　　　　その他 119,056
　　　物件費等 2,123,085
　　　　物件費 1,639,128
　　　　維持補修費 1,363
　　　　減価償却費 475,230
　　　　その他 7,364
　　　その他の業務費用 15,726
　　　　支払利息 410
　　　　徴収不能引当金繰入額 △1,200
　　　　その他 16,516
　　移転費用 1,584,625
　　　補助金等 703,569
　　　社会保障給付 234,305
　　　他会計への繰出金 638,930
　　　その他 7,822
　経常収益 231,766
　　使用料及び手数料 46,312
　　その他 185,454
純経常行政コスト 4,300,353
　臨時損失 1,532
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 1,532
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 -
　　資産売却益 -
　　その他 -
純行政コスト 4,301,885



【様式第3号】
令和04年度

一般会計等純資産変動計算書
自 令和04年04月01日
至 令和05年03月31日

(単位:千円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 14,704,396 13,867,942 836,454
　純行政コスト(△) △4,301,885 △4,301,885
　財源 4,746,562 4,746,562
　　税収等 4,127,794 4,127,794
　　国県等補助金 618,768 618,768
　本年度差額 444,677 444,677
　固定資産等の変動（内部変動） 13,861 △13,861
　　有形固定資産等の増加 490,623 △490,623
　　有形固定資産等の減少 △476,762 476,762
　　貸付金・基金等の増加 - -
　　貸付金・基金等の減少 - -
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 0 0
　その他 - - -
　本年度純資産変動額 444,677 13,861 430,816
本年度末純資産残高 15,149,073 13,881,803 1,267,270



【様式第4号】
令和04年度

一般会計等資金収支計算書
自 令和04年04月01日
至 令和05年03月31日

(単位:千円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 4,055,872
　　業務費用支出 2,471,248
　　　人件費支出 806,467
　　　物件費等支出 1,647,855
　　　支払利息支出 410
　　　その他の支出 16,516
　　移転費用支出 1,584,625
　　　補助金等支出 703,569
　　　社会保障給付支出 234,305
　　　他会計への繰出支出 638,930
　　　その他の支出 7,822
　業務収入 4,589,683
　　税収等収入 4,125,521
　　国県等補助金収入 232,396
　　使用料及び手数料収入 46,312
　　その他の収入 185,454
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 386,372
業務活動収支 920,183
【投資活動収支】
　投資活動支出 859,837
　　公共施設等整備費支出 638,295
　　基金積立金支出 221,541
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 90,097
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 88,565
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 1,532
　　その他の収入 -
投資活動収支 △769,740
【財務活動収支】
　財務活動支出 38,563
　　地方債償還支出 38,563
　　その他の支出 -
　財務活動収入 30,300
　　地方債発行収入 30,300
　　その他の収入 -
財務活動収支 △8,263
本年度資金収支額 142,180
前年度末資金残高 876,241
本年度末資金残高 1,018,421

前年度末歳計外現金残高 49,644
本年度歳計外現金増減額 201
本年度末歳計外現金残高 49,845
本年度末現金預金残高 1,068,267



注記 

 
1 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産等の評価基準及び評価方針 
① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価 
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 
（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の有価証券・・・・・・・・・・・・・該当事項なし 
② 満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・該当事項なし 
③ 出資金 

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・ 該当事項なし 
イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・ 出資金額 

 
（3） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く。）・・・・・・・定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
 建物  13年～50年 
 工作物 10年～75年 
 物品   3年～30年 

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・定額法 
（ソフトウェアについては法定耐用年数（5年）に基づく定額法によります） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取
引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万以下のファイナンス・リース取引を除き
ます。 
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法 

   
（4） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 
債権の不能欠損による損失に供えるため、過去5年間の平均不能欠損率、徴収不能見込額を
計上しています。 

② 退職手当引当金 
職員に対する退職手当の支給に供えるため、当年度末における退職手当自己都合要支給額に
相当する額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 
翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の支払に
供えるため、当期対応見込額を計上しています。 

 
（5） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース 
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じたい会計処理を行っています。 
 

（6） 資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。なお、現金及び現金同等物には、出納整
理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 



 
（7） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品及びソフトウェアの計上基準 
物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と
して計上しています。 
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 
2 重要な会計方針の変更等        該当ありません。 

 
3 重要な後発事象            該当ありません。 

 

4 偶発債務               該当ありません。 
 
5 追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項） 

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事業 
① 対象範囲 

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
 一般会計 

② 表示金額単位 
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

③ 出納整理期間 
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に
おける現金の受払当を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。 

④ 地方公共団体健全化法における健全化判断比率の状況 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 
実質赤字比率   － 
連結実質赤字比率 － 
実質公債費比率  1.8％ 
将来負担比率   － 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額              417,476千円 
 
 （2）貸借対照表に係る事項 
  ① 地方交付税措置のある地方債うち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額                 1,168,558千円 
  ② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は次の通りです。 
    標準財政規模                      2,715,043千円 
    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額      93,018千円 
    将来負担額                       1,306,407千円 
    充当可能基金                      5,626,729千円 
    特定財源見込額                     該当ありません。 
    地方債現在高当に係る基準財政需要額算入見込額      1,168,558千円 
 
 （3）純資産変動計算書に係る事項 
  純資産における固定資産等形成分及び余剰金（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 



（4）資金収支計算書に係る事項 
① 基礎的財政収支                        150,443千円 

 
② 既存の決算情報との関連性 

     地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会
計では計上しないため、その分相違します。 

 
③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれておりません。 
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次の通りです。 
 一時借入金限度額                      500,000千円 
 一時借入金に係る利子額                   該当ありません。 
 

④ 重要な非資金取引 
当期計上のファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額 
 該当ありません。 



区分 前年度末残高
(A)

本年度増加額
(B)

本年度減少額
(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

固定資産 21,543,628,059 490,623,401 1,532,166 22,032,719,294 11,781,378,376 475,230,219 10,251,340,918

　有形固定資産 21,542,517,159 490,623,401 1,532,166 22,031,608,394 11,780,267,476 475,230,219 10,251,340,918

　　事業用資産 16,738,699,636 160,914,150 0 16,899,613,786 9,135,702,921 321,153,761 7,763,910,865

　　　土地 3,003,475,056 18,381,950 0 3,021,857,006 0 0 3,021,857,006

　　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

　　　建物 13,185,986,604 8,261,000 0 13,194,247,604 8,898,598,815 295,465,168 4,295,648,789

　　　工作物 548,438,776 134,271,200 0 682,709,976 236,784,426 25,608,673 445,925,550

　　　船舶 0 0 0 0 0 0 0

　　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　　　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 799,200 0 0 799,200 319,680 79,920 479,520

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

　　インフラ資産 3,925,987,501 180,003,545 1,532,166 4,104,458,880 1,906,540,116 83,507,627 2,197,918,764

　　　土地 40,559,399 22,448,345 1,532,166 61,475,578 0 0 61,475,578

　　　建物 211,389,200 0 0 211,389,200 25,208,572 12,604,286 186,180,628

　　　工作物 3,674,038,902 157,555,200 0 3,831,594,102 1,881,331,544 70,903,341 1,950,262,558

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

　　物品 877,830,022 149,705,706 0 1,027,535,728 738,024,439 70,568,831 289,511,289

　　　物品 877,830,022 149,705,706 0 1,027,535,728 738,024,439 70,568,831 289,511,289

　　　美術品 0 0 0 0 0 0 0

　無形固定資産 1,110,900 0 0 1,110,900 1,110,900 0 0

　　ソフトウェア 1,110,900 0 0 1,110,900 1,110,900 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　投資その他の資産 0 0 0 0 0 0 0

　　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0

　　　有価証券 0 0 0 0 0 0 0

　　　出資金 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0

合計 21,543,628,059 490,623,401 1,532,166 22,032,719,294 11,781,378,376 475,230,219 10,251,340,918

年度：令和04年度 団体：一般会計等 会計：一般会計 令和06年03月15日　現在

①有形固定資産の明細
(単位:円) P. 1



区分 生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 合計

固定資産 2,283,974,674 2,099,874,741 730,271,286 253,816,663 2,552,223,159 309,407,017 2,021,714,952 0 10,251,282,492

　有形固定資産 2,283,974,674 2,099,874,741 730,271,286 253,816,663 2,552,223,159 309,407,017 2,021,714,952 0 10,251,282,492

　　事業用資産 47,259,303 2,052,450,398 730,271,282 238,862,160 2,452,916,791 271,653,870 1,970,497,061 0 7,763,910,865

　　　土地 3,565,381 719,371,611 106,132,661 0 1,077,115,997 7,405,311 1,108,266,045 0 3,021,857,006

　　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　建物 25,460,704 1,302,573,541 611,340,621 238,862,160 1,041,547,168 221,553,579 854,311,016 0 4,295,648,789

　　　工作物 17,753,698 30,505,246 12,798,000 0 334,253,626 42,694,980 7,920,000 0 445,925,550

　　　船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　航空機 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 479,520 0 0 0 0 0 0 0 479,520

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　インフラ資産 2,111,010,497 1 0 0 86,849,840 0 0 0 2,197,860,338

　　　土地 61,417,151 1 0 0 0 0 0 0 61,417,152

　　　建物 99,330,788 0 0 0 86,849,840 0 0 0 186,180,628

　　　工作物 1,950,262,558 0 0 0 0 0 0 0 1,950,262,558

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　物品 125,704,874 47,424,342 4 14,954,503 12,456,528 37,753,147 51,217,891 0 289,511,289

　　　物品 125,704,874 47,424,342 4 14,954,503 12,456,528 37,753,147 51,217,891 0 289,511,289

　　　美術品 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　無形固定資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　ソフトウェア 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　投資その他の資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 2,283,974,674 2,099,874,741 730,271,286 253,816,663 2,552,223,159 309,407,017 2,021,714,952 0 10,251,282,492

年度：令和04年度 団体：一般会計等 会計：一般会計 令和06年03月15日　現在

②有形固定資産の行政目的別明細
(単位:円) P. 1


